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鹿 島 市 公 共 下 水 道 事 業 経 営 戦 略 

団 体 名：鹿島市

事 業 名：公共下水道事業

策 定 日：平成２９年３月

計画期間：平成２９年度～平成４８年度

１．事業概要 

（１）事業の現況 

① 施設 

【供 用 開 始 年 度】平成６年度（供用開始後年数：２２年） 

【法 適 ・ 非 適 の 区 分】非適用（平成３２年４月法適移行見込） 

【処 理 区 域 内 人 口 密 度】３５.４人／ｈａ 

【流域下水道等への接続の有無】無し 

【処 理 区 数】処 理 区：１区（鹿島処理区） 

               処理分区：６分区 

（鹿島中部処理区、北鹿島処理分区、鹿島南部処理分区、 

     祐徳処理分区、浜北部処理分区、浜南部処理分区）

【処 理 場 数】１ヵ所（鹿島市浄化センター） 

【広域化・共同化・最適化の実施状況 ※１】 

  平成２５年度に全体計画の見直し案（全体計画区域面積を６６８ｈａから４７３ｈａに

縮小し、下水道区域以外の地域には個人設置型合併処理浄化槽（市独自補助を含む）で

汚水処理を行う）を作成し、住民説明会等を行った。そこで出た意見を基に再検討を行

っていたところ、平成２７年に下水道法等の改正（雨水に特化した下水道事業が創設さ

れる）との情報が入ったため、都市計画審議会に諮る前に中断。法改正で新たに創設さ

れた『雨水公共下水道事業』などの実施に向けて国や県と協議中である。 

※１「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。 

   「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づく

ものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務

の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）

を指す。 

   「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・

社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃

合を伴わない。）を指す。
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② 使用料 

【一般家庭用使用料体系の概要・考え方】 

基本使用料  ５ まで：７３０円  ５ を超え１０ まで：１,０５０円 

超過使用料  １０ を超え２０ まで ：１ につき１３５円 

         ２０ を超え３０ まで ：１ につき１５５円 

         ３０ を超え５０ まで ：１ につき１８５円 

         ５０ を超え１００ まで：１ につき２１０円 

         １００ を超えるもの  ：１ につき２３０円 

  ※下水道使用料は上記により算出した額に消費税及び地方消費税を加算した額とする 

   ただし、１円未満は切り捨てるものとする 

【業務用使用料体系の概要・考え方】 一般家庭用使用料体系と同じ 

【その他の使用料体系の概要・考え方】 一般家庭用使用料体系と同じ 

【条例上の使用料（２０ あたり）※２】 

  平成２５年度：２,５２０円 

  平成２６年度：２,５２０円 

  平成２７年度：２,５２０円 

【実質的な使用料（２０ あたり）※３】 

  平成２５年度：３,２２０円 

  平成２６年度：３,２８０円 

  平成２７年度：３,２８０円 

※２ 条例上の使用料とは、一般家庭における２０ あたりの使用料をいう。 

※３ 実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０ を乗じたもの（家庭用のみで 

なく業務用を含む）をいう。 

③組織 

【職員数】 

職員数は１０人。下水道事業特別会計に９人。一般会計の都市下水路事業に１人。課長 

１人、課長補佐１人のほか、技術職員４人、事務職員４人である。この他、技術系嘱託

職員１人、事務系日日雇用職員１人がいる。 

【事業運営組織】 

  組織体制の再編等を行った実績はない。浄化センターの運転管理は稼働当初から民間委

託をしている。使用料徴収においては水道料金と一括徴収を行い、業務の効率化に努め

ている。平成２８年度から新世紀センターに水道課と環境下水道課の執務場所を一緒に

移設したので、今後、業務の協力体制等を検討していく。 
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（２）民間活力の活用等 

①民間活力の活用状況 

【 民 間 委 託 】 

浄化センターの運転管理は民間委託している。 

【指定管理者制度】 

指定管理者制度は採用していない。 

【ＰＰＰ・ＰＦＩ】 

ＰＰＰ・ＰＦＩの導入実績はない。 

②資産活用の状況 

【エネルギー利用（下水熱・下水汚泥・発電等）※４】 

エネルギー利用は行われていない。 

【土地・施設等利用（未利用土地・施設の活用等）※５】 

未利用土地の利活用は行われていない。 

※４「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた 

収入増につながる取組を指す。 

※５「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる 

取組を指す（単純な売却は除く）。 

（３）経営比較分析表を活用した現状分析（９頁に添付） 

経営比較分析表の類似団体区分で鹿島市が所属する『Ｃｃ２（２１０団体）』は、『処理

区域内人口３万人未満（Ｃ）』で『処理区域内人口密度がｈａ当たり２５人以上５０人未

満（ｃ）』で『供用開始後の年数が１５年以上３０年未満（２）』である。 

『⑦施設利用率』が類似団体平均よりも大幅に低いのは、事業進捗率が４１％と低いの

で想定していた汚水量が流入していないことが影響している。そのため『⑤経費回収率』

や『⑥汚水処理原価』が類似団体平均を上回ってしまっているものと分析している。 

また『④企業債残高対事業規模比率』が類似団体平均よりも下回っているのは、財政上

の制約などから投資額を抑えてきたことが影響していると思われる。 
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２．経営の基本方針 

【汚水処理の問題点】 

①事業の長期化（事業着手から３０年、供用開始から２２年）しており、整備が完了し

たのは全体計画の４割程度。 

②このため、浄化センターの処理能力６,２００ ／日に対し、平成２７年度の晴天時平

均汚水流入量は２,２６８ ／日しかなく、使用料収入が低迷している。 

③施設の改修更新について事後保全方式により行ってきたが、機械電気設備を中心に耐

用年数を過ぎているもの、もうすぐ到来するものがあり、事業費の増加が見込まれる。 

【雨水排除の問題点】 

④急で局地的な大雨（通称：ゲリラ豪雨）の増加で、市街地の雨水対策が必要となって

きている。 

⑤事業認可区域外に浸水実績がある排水区（南舟津排水区ほか）があり、その対策が必

要であるが、財源問題等で対策が進んでいない。 

⑥平成の初めごろまでに稼働し始めた雨水ポンプ場の電気機械設備に老朽化の兆候がみ

られるが財源問題等で対策が進んでいない。 

【解決策及び経営の基本方針となるもの】 

③と⑥に関しては、『ストックマネジメント計画』を平成２９年度から実施し、計画的に

設備を更新していくことで対応する。 

⑤に関しては、『雨水公共下水道事業』を導入するとともに、④を含めて『雨水管理総合

計画』を策定して、雨水対策を行っていく。 

汚水処理の経営に関しては、（②の部分になるが）浄化センターの現有処理能力６,２００

に相当する整備面積に計画区域を縮小す

ることが最適解となると考える。加えて①

に関して国が示す汚水処理事業の１０年概

成に基づいてペースアップして整備を行う。

経営的な観点から、汚水がより多く発生す

る事業所の多い区域は汚水処理区域に残す。 

このため、現在の全体計画区域６６８ｈａ

のうち、汚水処理区域を５２１ｈａに縮小

し、残りの１４７ｈａは雨水排除のみを行

う区域に全体計画を変更する方向で、今後、

住民説明会等を開催するとともに、都市計

画審議会に諮って行くことにする。 

なお、この経営戦略は、全体計画を変更し

た状況で策定している。 

【左図：全体計画変更案】 

黄色：汚水処理・雨水排除を行う区域 

青色：雨水排除のみ行う区域
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３．投資・財政計画（収支計画） 

（１）投資・財政計画（収支計画）：１１頁～１３頁に添付

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定にあたっての説明 

①収支計画のうち投資についての説明 

【全体投資の目標に関する事項】 

汚水処理区域を縮小し、汚水処理事業を１０年で概成させる。及び雨水公共下水道事業

を導入するとともに雨水管理総合計画を策定して計画区域全体で雨水排除事業を強化す

る。

【汚水管渠の敷設（整備済面積の向上）に関する投資規模】 

○平成３８年度までの１０年で汚水事業を概成させるとともに祐徳門前地区の早期着手を

行うための費用を３７億５１４０万円とした。 

○概成後（平成３９年度以降）は、農地等の開発行為等に伴う整備で２ｈａずつを単独起

債で整備していくとした。（年４２００万円×１０年＝４億２０００万円） 

【浄化センター等に関する投資規模】 

○現在、汚水流入量が少ないことから投資を控えている設備があるので、これに関しては

汚水量の増加に伴い適切な時期に必要な投資（４億９０００万円）を行うこととした。 

○汚水処理区域を５２１ｈａに縮小したため、汚水流入量は平成４８年度で日平均４,１０

９ 、日最大５,３４１ （日平均と日最大の差を現状の１.３倍とした）と想定できるの

で、現有処理能力６,２００ ／日（第１系列２,７００ ／日、第２系列３,５００ ／日）

でまかなえると判断した。 

【雨水排除に関する投資規模】 

○雨水総合管理計画を策定（平成２９年度予定）し、計画区域内の雨水対策を総合的に見

直し、適切な規模に再構築する。 

○事業認可区域内の雨水排除については、『効率的雨水管理支援事業制度』の趣旨にのっと

って効率的に進めていく。西牟田排水区の対策が急務であり平成２９年度から平成３０

年度にかけて６億円規模の投資を行うとしている。 

○事業認可区域外にある南舟津排水区周辺の雨水対策は、平成３０年度までに雨水公共下

水道を導入し下水道事業で行うとしている。平成３１年度から平成３３年度までに７億

円規模の投資を行うとしている。 

○その他の排水区の対策も必要になる可能性があり、場所を特定せず１５億４０００万円

の投資が必要となるとした。 

【更新事業（汚水・雨水）に関する投資規模】 

○昭和６１年度事業開始、汚水処理事業は平成６年度から雨水排除事業は平成２年度から

供用開始しているため、汚水管渠や建物の躯体など耐用年数が５０年あるものはまだ更

新時期を迎えていないが、耐用年数が１５年から２０年の機械電気設備には更新時期を

迎えているものがある。 
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○また都市下水路事業で整備し下水道事業に移管したものにも更新時期を迎えている施設

や設備がある。 

○これまで財政的な制約などのため十分な更新ができているとはいえない状況である。 

○これらの汚水・雨水設備の更新は、ストックマネジメント計画を策定し、平成２９年度

から５年間を１サイクルとして計画的に更新していくが、これまでの更新事業が十分で

なかったことから最初の方は早急に更新しなければならない設備がある。 

○このため、第１次（平成３０年度～平成３３年度）は５億円規模で、第２次以降（平成

３４年度～）は３億円規模で実施するものと想定している。 

○汚水管渠は耐用年数の５０年を迎えていないが、供用開始後３０年を過ぎた頃から対策

が必要になると想定し、次のとおり計画している。なお更新事業費枠は上記の第１次５

億円規模、第２次以降３億円規模の中に含めている。 

  ●平成３０～３８年度は点検・調査を主に行うために１０００万円規模 

  ●平成３９～４４年度は腐食しやすい部分の更新業務のために５０００万円規模 

  ●平成４５年度以降は、本格的な更新業務のために１億円規模 

②収支計画のうち財源についての説明 

【財源の目標に関する事項】 

汚水事業については、『国庫補助金５０％』『企業債４５％』『受益者負担金５％』を雨水

事業については『国庫補助金５０％』『企業債５０％』を主な財源枠組みとしている。 

【使用料収入の見通しに関する事項】 

使用料の改定は想定せず、整備の進捗に応じた使用料収入を見込んだ。 

【企業債に関する事項】 

建設改良費や更新事業については、下水道事業債を発行すると想定している。企業会計

化に伴う経費（平成２９年度～３１年度）については、公営企業会計債を発行すると想

定している。資本費平準化債は、起債の元利償還が５億円を超える平成３２年度まで年

間２０００万円を発行すると想定している。 

【繰入金に関する事項】 

鹿島市には、汚水・雨水、基準内・基準外に関わらず６億円以内という独自ルールがあ

るので、その範囲内で収まるように計算した。 

③収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

【民間活力の活用に関する事項】 

浄化センターの運転管理は合特法に基づく民間委託の枠組みを維持している。 

【職員給与費に関する事項】 

職員数の増加はせず、現有人数の人件費を計上している。なお、平成３０年度の雨水公

共下水道を導入以後は、一般会計の都市下水路事業についている職員（人件費）は、同

事業とともに公共下水道事業会計に移管している。 
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【動力費・薬品費に関する事項】 

汚水量の増加に応じて増加させている。 

【修繕費に関する事項】 

ストックマネジメント計画で更新事業は行うが、対象外の修繕は発生するものとして、

現有の予算規模で計上している。 

【委託費に関する事項】 

事業量は増加するが職員数は増やせないので、汚水管渠の点検業務などの業務は積極的

に委託するようにしている。 

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

①今後の投資についての考え方・検討状況 

【広域化・共同化・最適化に関する事項】 

  汚水処理区域を６８８ｈａから５２１ｈａへ縮小し、流入汚水量を浄化センターの現有

処理能力（６,２００ ／日）以内に抑えることで、投資規模の最適化を目指している。 

平成３０年度までに、そのための全体計画の見直しを行う予定としている。 

【投資の平準化に関する事項】 

汚水処理事業の１０年概成や雨水公共下水道事業の導入などに伴う投資の拡大で、今後

１０年間は平準化とは逆の集中投資期間を迎える。ただし、起債の活用で投資に伴う費

用の発生の平準化を行う。 

【民間活力の活用に関する事項】 

  １０年間の集中投資期間における技術職員の不足が懸念される。電気・機械設備につい

ては、設計施工の民間委託を実施しているが、汚水管渠の敷設に関しては事例が少ない

こともあり民間活力の活用はできていない。 

汚水管渠の敷設についてもＤＢ（デザインビルド）一括発注などの民間活力の活用を検

討しなければ、技術職員不足問題に対応できない状況であるので、今後十分な検討を行

っていく。 

②今後の財源についての考え方・検討状況 

【使用料の見直しに関する事項】 

  使用料は平成１８年度に改定して以来、改定されていない。平成２９年度から公営企業

会計化の作業に入るので、公営企業会計化する平成３２年度の状況を確認後に必要な措

置を行うものとする。 

【資産活用による収入増加の取組について】 

  現在の全体計画において浄化センターは５系列となっているが、全体計画の見直しによ

り、２系列でまかなえる規模になりそうである。そうなった場合には、浄化センター敷

地内に遊休地が発生する見込みであるので、汚泥有効利用施設の建設などを検討して、

維持管理経費削減ができないか検討を行っていく。 
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③投資以外の経費についての考え方・検討状況 

【民間活力の活用に関する事項】 

浄化センターの運転管理は合特法に基づき民間委託しているので、その枠組みの変更は

考えていない。 

【職員給与費に関する事項】 

職員の増加は難しいので、嘱託職員や再任用職員、臨時的任用職員の活用を検討してい

く。

【動力費に関する事項】 

汚水処理量の増加に伴いどうしても動力費も増加していくが、検討している汚泥有効利

用施設から生み出されるエネルギーで動力費の削減ができないか検討していく。 

【薬品費に関する事項】 

汚水処理量の増加に伴いどうしても薬品費も増加していくが、浄化センター運転管理委

託先とともにその抑制策を検討していく。 

【修繕費に関する事項】 

ストックマネジメント計画と連動して、適切な維持管理に必要な設備の更新・修繕を行

っていく。 

【委託費に関する事項】 

職員数を増やせない分、業務の一部を民間委託し、職員給与費の増加抑制につなげる検

討を行っていく。 

４．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 

進捗管理（モニタリング）業務は毎年行う。見直し（ローリング）業務は原則として５

年毎に行うこととする。特に平成３２年度から企業会計化（法適用）させ減価償却が始

まることから財政状況に変化が現れることが想定される。企業会計化して新たな会計の

もと再度経営戦略を策定するものとする。 



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成26年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

  昭和６１年度の事業開始以来、２９年が経過して
いますが、事業進捗率は４１％と低いため、施設利
用率が平均値を下回っています。
  今後は低コスト型下水道を導入して事業を進捗さ
せ、接続者数（料金収入）を増やし、経営の効率性
の向上（経費回収率の向上や汚水処理原価の低減な
ど）を目指します。

「単年度の収支」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 該当数値なし 32.78 95.73 2,592 10,032 2.76 3,634.78 【】

法非適用 下水道事業 公共下水道 Cc2 30,829 112.12 274.96 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2)

経営比較分析表
佐賀県　鹿島市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

80.00

82.00

84.00

86.00

88.00

90.00

92.00

94.00

96.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 90.29 90.32 84.91 93.82 89.90

平均値

①収益的収支比率(％)

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値

平均値

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1"000.00

1"200.00

1"400.00

1"600.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 761.47 729.26 687.78 637.37 597.30

平均値 1"320.98 1"334.01 1"273.52 1"209.95 1"136.50

80.00 300.00 60.00 90.00

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

【776.35】

【94.57】【60.35】【142.28】【96.57】

該当数値なし 該当数値なし

※　法適用企業と類似団体区分が同じため、収益的収支比率の類似団体平均等を表示していません。
※　平成22年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

  本市の公共下水道事業は、雨水対策を優先して
行ってきたため、汚水事業の進捗状況が遅くなり、
浄化センターなどへの投資に見合う十分な接続者数
を確保できていないことが、収益的収支比率・経費
回収率・汚水処理原価・施設利用率の数値の悪化に
つながっているものと分析します。
  今後は、全体計画区域を見直し早期概成を目指す
とともに、接続者数を増やし経営の効率化に努めま
す。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

  平成６年度の供用開始以来、２２年が経過し、機
械・電気設備に耐用年数を経過したものが出てきて
いますが、これまで十分な更新を行っていないのが
現状です。そのため企業債残高対事業規模比率が平
均値を下回っている状況です。
  今後は長寿命化計画に基づく計画的な更新を実施
し、持続可能な下水道事業を目指します。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況
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0.12

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.02 0.01 0.10 0.07 0.04
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0.70
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H22 H23 H24 H25 H26

当該値

平均値
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H22 H23 H24 H25 H26

当該値

平均値

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 73.92 73.75 61.02 64.12 65.02

平均値 68.63 67.14 67.85 69.48 71.65

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 219.89 219.68 263.67 252.07 253.11

平均値 222.94 224.83 224.94 220.67 217.82

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 31.85 33.27 34.94 35.53 36.42

平均値 53.07 53.79 55.41 55.81 54.44

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H22 H23 H24 H25 H26

当該値 70.10 68.22 68.75 68.96 69.92

平均値 83.69 83.76 84.12 84.41 84.20

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)
【0.17】

該当数値なし 該当数値なし



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （決算 ）
決 算
見 込

1 (A) 612,706 627,900 649,164 646,583 638,028 655,458 663,611 661,799 663,169 632,108 627,192 611,349

（１） (B) 290,022 285,340 291,497 300,972 306,096 313,616 320,601 344,638 348,857 345,873 348,458 354,401

ア 129,887 132,054 136,503 141,604 146,859 153,926 164,885 191,189 198,213 205,482 212,997 220,798

イ (C)

ウ 160,135 153,286 154,994 159,368 159,237 159,690 155,716 153,449 150,644 140,391 135,461 133,603

（２） 322,684 342,560 357,667 345,611 331,932 341,842 343,010 317,160 314,313 286,235 278,734 256,948

ア 322,592 342,420 342,499 345,556 331,860 341,770 342,938 317,088 314,241 286,163 278,662 256,876

イ 92 140 15,168 55 72 72 72 72 72 72 72 72

２ (D) 323,005 307,657 306,350 341,303 329,730 339,009 331,761 371,896 374,330 355,237 380,486 391,781

（１） 180,290 172,947 181,136 224,623 217,108 223,093 209,724 246,609 246,600 229,984 252,988 258,994

ア 12,426 12,583 13,115 12,680 12,680 12,680 12,680 12,680 12,680 12,680 12,680 12,680

イ 167,864 160,364 168,021 211,943 204,428 210,413 197,044 233,929 233,920 217,304 240,308 246,314

（２） 142,715 134,710 125,214 116,680 112,622 115,916 122,037 125,287 127,730 125,253 127,498 132,787

ア 142,715 134,710 125,214 116,680 112,622 115,916 122,037 125,287 127,730 125,253 127,498 132,787

17 10 40 66 66 66 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

イ

３ (E) 289,701 320,243 342,814 305,280 308,297 316,449 331,850 289,902 288,839 276,871 246,706 219,568

1 (F) 399,355 602,261 454,775 522,598 1,438,881 1,094,118 1,405,601 1,303,475 762,243 1,049,740 1,194,169 789,674

（１） 150,200 252,200 185,700 244,800 712,800 535,200 686,450 620,900 351,500 497,200 569,800 367,400

Ｈ34年度 Ｈ35年度 Ｈ36年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度 Ｈ33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

Ｈ37年度

収

益

的

収

支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

本年度

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

そ の 他

（１） 150,200 252,200 185,700 244,800 712,800 535,200 686,450 620,900 351,500 497,200 569,800 367,400

20,000 20,000 20,000 20,000

（２） 90,975 98,617 96,950 94,824 84,881 91,718 96,551 81,975 85,543 77,340 79,169 66,674

（３）

（４）

（５） 132,911 226,619 150,000 125,000 617,000 443,000 599,500 550,000 290,000 440,000 510,000 305,000

（６） 25,269 24,825 22,125 57,974 24,200 24,200 23,100 50,600 35,200 35,200 35,200 50,600

（７）

２ (G) 701,411 920,239 797,589 827,878 1,747,178 1,410,567 1,737,451 1,593,377 1,051,082 1,326,611 1,440,875 1,009,242

（１） 342,858 540,177 405,774 425,790 1,339,000 1,006,000 1,343,400 1,223,400 694,000 999,700 1,142,300 724,900

41,108 45,917 49,396 49,398 49,398 49,398 49,398 49,398 49,398 49,398 49,398 49,398

（２） (H) 358,553 380,062 391,815 402,088 408,178 404,567 394,051 369,977 357,082 326,911 298,575 284,342

（３）

（４）

（５）

３ (I) △302,056 △317,978 △342,814 △305,280 △308,297 △316,449 △331,850 △289,902 △288,839 △276,871 △246,706 △219,568収 支 差 引 (F)-(G)

資

本

的

収

支

資
本
的
収
入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （決算 ）
決 算
見 込

Ｈ34年度 Ｈ35年度 Ｈ36年度Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度 Ｈ33年度 Ｈ37年度本年度

(J) △ 12,355 2,265

(K)

(L) 13,999 1,644

(M)

(N) 1,644 3,909

(O) 1,644 3,909

(P)

(Q)
(Q)
(B)-(C)
(A)
(D)+(H)

(S) 290,022 285,340 291,497 300,972 306,096 313,616 320,601 344,638 348,857 345,873 348,458 354,401

（T)

(U)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

91 93

前年度繰上充用金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

赤 字 比 率 （ ×100 ）

91

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収益的収支比率 （ ×100 ） 90 93 87 86 88 91 89 92 90

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

(V)

(W)

(X) 5,786,065 5,658,203 5,486,489 5,329,201 5,633,823 5,764,456 6,056,855 6,307,778 6,302,196 6,472,485 6,743,710 6,826,768

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分 （決算 ）
決 算
見 込

482,727 495,706 497,493 504,924 491,097 501,460 498,654 470,537 464,885 426,554 414,123 390,479

449,618 452,163 453,941 460,983 448,898 458,001 455,046 431,309 427,456 393,801 383,539 363,507

33,109 43,543 43,552 43,941 42,199 43,459 43,608 39,228 37,429 32,753 30,584 26,972

90,975 98,617 96,950 94,824 84,881 91,718 96,551 81,975 85,543 77,340 79,169 66,674

13,920 14,456 14,459 14,588 14,009 14,428 14,477 13,439 13,388 12,256 11,998 11,119

77,055 84,161 82,491 80,237 70,871 77,290 82,074 68,536 72,155 65,084 67,171 55,555
573,702 594,323 594,443 599,748 575,977 593,178 595,205 552,512 550,428 503,895 493,293 457,153

Ｈ33年度 Ｈ34年度 Ｈ35年度 Ｈ36年度 Ｈ37年度

収 益 的 収 支 分

解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

地 方 債 残 高

本年度 Ｈ29年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度

区 分

1 (A) 619,769 629,364 642,686 645,956 638,952 637,017 643,074 639,555 640,576 637,337 637,649

（１） (B) 363,730 371,753 372,653 375,216 374,324 375,132 378,550 378,771 380,441 380,684 382,272

ア 228,538 230,053 231,487 232,900 234,251 235,664 237,056 238,387 239,657 240,906 242,380

イ (C)

ウ 135,192 141,700 141,166 142,316 140,073 139,468 141,494 140,384 140,784 139,778 139,892

（２） 256,039 257,611 270,033 270,740 264,628 261,885 264,524 260,784 260,135 256,653 255,377

ア 255,967 257,539 269,961 270,668 264,556 261,813 264,452 260,712 260,063 256,581 255,305

イ 72 72 72 72 72 72 72 72 72 72 72

２ (D) 374,364 376,483 369,574 367,901 367,174 365,895 364,748 363,432 364,888 368,468 370,222

（１） 239,796 240,131 235,132 235,380 235,974 236,609 237,226 237,795 238,316 238,819 239,482

ア 12,680 12,680 12,680 12,680 12,680 12,680 12,680 12,680 12,680 12,680 12,680

イ 227,116 227,451 222,452 222,700 223,294 223,929 224,546 225,115 225,636 226,139 226,802

（２） 134,568 136,352 134,442 132,521 131,200 129,286 127,522 125,637 126,572 129,649 130,740

ア 134,568 136,352 134,442 132,521 131,200 129,286 127,522 125,637 126,572 129,649 130,740

6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

イ

３ (E) 245,405 252,882 273,112 278,055 271,779 271,121 278,326 276,123 275,688 268,868 267,427

1 (F) 784,722 457,809 449,574 501,956 439,393 460,194 462,098 738,260 943,176 738,898 739,452

（１） 372,700 204,400 209,800 236,000 204,400 215,100 215,100 356,500 460,600 356,500 356,500

Ｈ38年度 Ｈ39年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

資 本 的 収 入

地 方 債

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

Ｈ46年度 Ｈ47年度 Ｈ48年度

収

益

的

収

支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

Ｈ40年度 Ｈ41年度 Ｈ42年度 Ｈ43年度 Ｈ44年度 Ｈ45年度

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

（１） 372,700 204,400 209,800 236,000 204,400 215,100 215,100 356,500 460,600 356,500 356,500

（２） 66,822 63,209 75,374 76,556 75,593 75,694 77,598 77,360 78,176 77,998 78,552

（３）

（４）

（５） 310,000 155,000 160,000 185,000 155,000 165,000 165,000 300,000 400,000 300,000 300,000

（６） 35,200 35,200 4,400 4,400 4,400 4,400 4,400 4,400 4,400 4,400 4,400

（７）

２ (G) 1,030,127 710,691 722,686 780,011 711,172 731,315 740,424 1,014,383 1,218,864 1,007,766 1,006,879

（１） 735,200 393,400 403,800 455,000 393,400 414,100 414,100 690,500 894,600 690,500 690,500

49,398 49,398 49,398 49,398 49,398 49,398 49,398 49,398 49,398 49,398 49,398

（２） (H) 294,927 317,291 318,886 325,011 317,772 317,215 326,324 323,883 324,264 317,266 316,379

（３）

（４）

（５）

３ (I) △245,405 △252,882 △273,112 △278,055 △271,779 △271,121 △278,326 △276,123 △275,688 △268,868 △267,427

そ の 他

収 支 差 引 (F)-(G)

資

本

的

収

支

資
本
的
収
入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度

区 分
Ｈ38年度 Ｈ39年度 Ｈ46年度 Ｈ47年度 Ｈ48年度Ｈ40年度 Ｈ41年度 Ｈ42年度 Ｈ43年度 Ｈ44年度 Ｈ45年度

(J)

(K)

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

(Q)
(Q)
(B)-(C)
(A)
(D)+(H)

(S) 363,730 371,753 372,653 375,216 374,324 375,132 378,550 378,771 380,441 380,684 382,272

（T)

(U)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

前年度繰上充用金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

93 93 93

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

93 93 93収 益的収支比率 （ ×100 ） 93 91

赤 字 比 率 （ ×100 ）

93 93 93

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

(V)

(W)

(X) 6,904,541 6,791,650 6,682,564 6,593,553 6,480,181 6,378,066 6,266,842 6,299,459 6,435,795 6,475,029 6,515,150

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度

区 分

391,159 399,239 411,127 412,984 404,629 401,281 405,946 401,096 400,847 396,359 395,197

365,512 374,267 385,829 388,507 381,578 379,340 384,670 381,001 381,686 378,333 378,142

25,647 24,972 25,298 24,477 23,051 21,941 21,276 20,095 19,161 18,026 17,055

66,822 63,209 75,374 76,556 75,593 75,694 77,598 77,360 78,176 77,998 78,552

11,139 11,248 11,833 11,907 11,680 11,601 11,761 11,637 11,651 11,538 11,523

55,683 51,961 63,541 64,649 63,913 64,092 65,837 65,722 66,525 66,460 67,029
457,981 462,448 486,501 489,540 480,223 476,974 483,544 478,456 479,023 474,356 473,749

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

Ｈ45年度

解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

Ｈ46年度 Ｈ47年度 Ｈ48年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

Ｈ40年度 Ｈ41年度 Ｈ42年度 Ｈ43年度 Ｈ44年度Ｈ38年度 Ｈ39年度


